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公益社団法人日本建築積算協会関東支部  支部規程

２０１３年 ４月 １日制定

２０１４年１２月１２日改定

２０２０年 ４月１０日改定

（名称）

第 １ 条 この支部は、公益社団法人 日本建築積算協会関東支部と称する。

（事務所）

第 ２ 条 支部は、事務所を東京都に置く。

（支部の地域）

第 ３ 条 支部を構成する地域は次の通りとする。

    関東甲信越(東京都、千葉県、埼玉県、神奈川県、茨城県、栃木県、群馬県、

     山梨県、新潟県、長野県)

（所属会員）

第 ４ 条 支部は、公益社団法人日本建築積算協会会員のうち、支部地域に勤務又は在住す

る会員をもって組織する。

（事業）

第 ５ 条 支部は、公益社団法人日本建築積算協会定款（以下定款という）に定める目的達

成のために必要な事業を行う。

（役員）

第 ６ 条 支部に、次の役員を置く。（本規定においては、支部役員および支部監事の総称

を役員という）

     支部役員 ２０名以上４０名以内

支部監事 ２名以内

２ 支部役員のうち、１名を支部長、６名以内を副支部長として置くことができる。

（役員の選任）

第 ７ 条 役員は、支部正会員の内から支部総会において選任する。ただし、支部役員のう

ち１０名以内及び支部監事のうち１名以内を支部正会員以外の者から選任する

ことができる。
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２ 支部長及び副支部長は、役員の互選による。

３ 役員選任細則は、別に定める。

（役員の職務）

第 ８ 条 支部長は支部を代表し、支部の会務を総理する。また、支部総会及び支部役員会

を招集しその議長となる。

２ 副支部長は、支部長を補佐し支部長に事故あるとき又は欠けたときは、支部役員

会があらかじめ指名した順序に従い、その職務を代行する。

３ 支部長以外の支部役員は、支部長の指名により、分担して会務の処理及び事業を

執行する。

４ 支部監事は、支部役員の執行を監査するとともに支部の収支予算を監査する。

（役員の任期）

第 ９ 条 役員の任期は２年とする。ただし再任は妨げない。

２ 役員が辞任を申し出た時は、役員会の同意に基づき、支部長がこれを受理する。

３ 補欠又は増員により選任された役員の任期はそれぞれ前任者又は現任者の残任

期間とする。

４ 役員は、第６条に定める定数に足りなくなるときは、任期の満了又は辞任により

退任した後も、新たに選任された者が就任するまで、なお、役員としての権利義

務を有する。

（役員の解任）

第１０条 役員が次の各号の一に該当するときは、支部総会において出席正会員の３分の

２以上の議決に基づいて解任することができる。この場合、その役員に対し、議

決の前に弁明の機会を与えなければならない。

     （１）心身の故障のため職務の執行に堪えないと認められるとき。

     （２）職務上の義務違反その他役員としてふさわしくない行為があると認められ

るとき。

（役員の補選）

第１１条 役員に欠員を生じ、支部役員会が必要と認めたときは、第７条に準じ補選する。

（役員の報酬）

第１２条 役員は無給とする。
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（顧問）

第１３条 支部に顧問を置くことができる。

２ 顧問は、支部役員会の推薦により支部長が委嘱する。

３ 顧問は、支部長の諮問に応じ意見を述べ、又は会議に出席して意見を述べること

ができる。

４ 顧問には、第９条第１項及び第１０条の規程を準用する。この場合においてこれ

らの規程中「役員」とあるのは「顧問」と読み替えるものとする。

（支部総会）

第１４条 支部総会は、支部定時総会と支部臨時総会とする。

   ２ 支部定時総会は、毎年１回、年度終了後１カ月以内に開催する。

３ 支部臨時総会は、支部役員会が必要と認め招集の請求をしたとき、支部所属正会

員の５分の１以上から会議の目的を記載した書面により請求があったとき、又

は支部監事から請求があったときに開催する。

４ 支部総会の招集に当たっては、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載した

書面をもって、少なくとも開催日の７日前までに支部所属正会員に通知しなけ

ればならない。

５ 総会の議決は、総正会員の議決権の過半数を有する正会員が出席し、出席した当

該正会員の議決権の過半数をもって行う。

６ 支部総会に出席できない正会員は、あらかじめ通知された事項について書面を

もって表決し、又は他の正会員を代理人として表決権を委任することができる。

７ 支部総会では、次の事項について決議する。

(１)支部収支決算報告の承認

(２)役員の選任又は解任

(３)その他支部役員会が必要と認めた事項

   ８ 天災被害あるいは感染症蔓延などにより、総会の開催が困難と判断されたとき

は、書面あるいは別に定める電磁的方法により表決することができる。

   ９ 書面あるいは別に定める電磁的方法により表決する場合は、該当支部の状況を

確認のうえ、理事会にて決議する。

  １０ 書面あるいは別に定める電磁的方法により表決する場合は、表決締切日の２週

間前までに、審議事項に関する必要情報を書面あるいは電磁的方法により議決

権を有する支部正会員に送付する。

  １１ 書面あるいは別に定める電磁的方法による決議は、支部正会員の議決権の過半

数をもって行う。ただし、役員の解任決議は除く。
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（支部役員会）

第１５条 支部役員会は、役員（支部役員及び支部監事）をもって構成する。

   ２ 支部役員会は、支部役員の過半数（委任状を含む）の出席がなければ開催するこ

とができない。

３ 支部役員会の決議は、出席支部役員の過半数をもって行う。また、可否同数のと

きは、議長の決するところによる。

４ 支部所属の理事は支部役員会に出席し意見を述べることができる。

５ 天災被害あるいは感染症蔓延などにより、役員会の開催が困難と支部長が判断

したときは、書面あるいは別に定める電磁的方法により表決することができる。

６ 書面あるいは別に定める電磁的方法による決議は、支部役員の過半数をもって

行う。

（委員会）

第１６条 支部長は、支部の事業の円滑な運営を図るため必要があると認めたときは、支部

役員会の議決を経て、委員会を置くことができる。

２ 委員会の委員は、支部役員会の同意を得て、支部長が委嘱する。

３ 委員会に関し必要な事項は、支部役員会の議決を経て、支部長が別に定める。

（支所の開設及び廃止）

第１７条 支部活動を推進し、強化するため本部規則第３１条５項に基づき、支部役員会が

特に必要と認めた支部地域には理事会の承認を得て支所を設けることができる。

また、これを廃止するときも同様の手続きを経なければならない。

（支所）

第１８条 支所は、支所地域に在住又は勤務する会員（以下支所会員という）で構成する。

２ 支所は、支部と密接な連携を保ち、会員相互の協調をはかると共に、支所地域に

おける支部活動が円滑に行われるよう努めなければならない。

３ 支所に支所長１名、副支所長２名以内、幹事若干名を置き、その任期は２年とす

る。

４ 支所長は、支所会員の推薦により、支部役員会の議を経て支部長がこれを委嘱す

る。ただし、支所長は支部役員でなければならない。

５ 副支所長及び幹事は、支所長がこれを委嘱する。

６ 支所長は支所を代表し、支所の会務を総理する。副支所長は支所長を補佐し、支

所長に事故が生じたときはその職務を代行する。幹事は支所長の指名により、支

所の会務事業を分担する。

７ 支所の会計は、支部会計に含むものとする。
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（事務局）

第１９条 支部の会務を処理するため、事務局を設け有給の事務職員を置くことができる。

２ 正規事務職員の任免は、支部役員会の議を経て支部長が会長に推薦し会長が決

定する。

３ 非正規事務職員の任免は、支部役員会の議を経て支部長が決定し会長に報告す

る。

４ 支部の会計は、本会が定める会計基準にもとづき処理する。

（規程の準用及び変更）

第２０条 この規程に定めていない事項については、本会の定款及び規則を準用し、その定

めがないときは、支部役員会の議を経て、原則として理事会の承認を得なければ

ならない。

２ この規程を変更しようとするときは、支部役員会で議決し、理事会の承認を得な

ければならない。

附則 この規程は２０１３年４月１日から施行する。

２ この規程の改定は２０１４年１２月１２日から施行する。

３ この規程の改定は２０２０年４月１０から施行する。


